
当社は、一般社団法人投資信託協会(以下、「協会」という。) の定款の施行に関する規則第 10 条

第 1 項第 17 号イの規定に基づき、別紙様式第 21 号の「正会員の財務状況等に関する届出書(以

下、「協会報告書面」という。)」を協会に提出し、当社の HP に当該協会報告書面を掲載すると

ともに、協会 HP に当社の当該掲載箇所ヘの直接のリンク先を登録しております。

当社が、関東財務局長に提出した特定有価証券の有価証券報告書及び半期報告書は、EDINET に

て閲覧が可能です。

なお、協会報告書面中の監査報告書／中間監査報告書は、監査報告書／中間監査報告書の原本に

記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



別紙様式第 21号

2020年7月6日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長     松谷 博司 殿

ニッセイアセットマネジメント株式会社

代表取締役社長      大関 洋

正会員の財務状況等に関する届出書

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。

１．委託会社等の概況

（１）資本金の額

2020年5月末現在の委託会社の資本金は、100億円です。

委託会社が発行する株式の総数は13万1,560株で、うち発行済株式総数は10万8,448株です。

最近5年間における資本金の増減はありません。

（２）委託会社等の機構

① 会社の意思決定機構

委託会社は最低3名で構成される取締役会により運営されます。取締役は委託会社の株主である

ことを要しません。取締役は株主総会の決議により選任され、その任期は就任後2年以内の最終の

決算期に関する定時株主総会終結のときまでとします。ただし、任期満了前に退任した取締役の補

欠として選任された取締役の任期は、退任者の残存期間とします。

取締役会は、取締役の中から代表取締役を選任するとともに、取締役社長1名を選任します。ま

た、取締役会は、取締役会長1名、取締役副社長、専務取締役および常務取締役各若干名を選任す

ることができます。

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、原則として取締役社長が招集し、その議長を

務めます。

取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役の過半数が出席し、その出席取

締役の過半数をもって決議します。

② 投資運用の意思決定機構

ファンドの個々の取引の運用指図は、運用基本方針、運用内規および月次運用方針に基づき、委

託会社のファンドマネジャーが行います。

ファンド毎の運用基本方針、具体的な運用ルールである運用内規および月次運用方針については、

運用部門中心に構成される協議機関において市場動向・ファンダメンタルズ等の投資環境分析を踏

まえ協議され、運用担当部（室）の部（室）長が決定します。

ファンドマネジャーは、運用基本方針、運用内規および月次運用方針に基づき、具体的な銘柄選

択を行い、組入有価証券等の売買の指図を行います。



２．事業の内容及び営業の概況

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託

の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を

行っています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。

2020 年 5 月末現在、委託会社が運用するファンドの本数および純資産総額合計額は以下の通りです

（ファンド数、純資産総額合計額とも親投資信託を除きます）。

種類 ファンド数（本）
純資産総額合計額

（単位：億円）

追加型株式投資信託 400 63,097

追加型公社債投資信託 0 0 

単位型株式投資信託 127 26,378

単位型公社債投資信託 0 0

合計 527 89,476

○ 純資産総額合計額の金額については、億円未満の端数を切り捨てして記載しておりますので、表中

の個々の金額の合計と合計欄の金額とは一致しないことがあります。



３．委託会社等の経理状況

１.財務諸表の作成方法について

委託会社であるニッセイアセットマネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は、「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」と

いう。）第2条の規定により、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣

府令第52号）に基づき作成しております。

財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２.監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第25期事業年度（自2019年4月1日 至2020

年3月31日）の財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。



（１）【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度 当事業年度

（2019 年 3月 31 日) （2020 年 3月 31 日)

資産の部

流動資産

現金・預金 18,401,863 28,674,230

有価証券 8,008,550 6,301,326

前払費用 608,442 546,666

未収委託者報酬 4,705,229 4,882,250

未収運用受託報酬 1,911,554 2,039,974

未収投資助言報酬 168,445 174,892

その他 31,744 50,572

流動資産合計 33,835,830 42,669,914

固定資産

有形固定資産

建物附属設備 ※1 72,641 ※1 98,471

車両 ※1 3,268 ※1 2,180

器具備品 ※1 95,277 ※1 142,866

有形固定資産合計 171,187 243,517

無形固定資産

ソフトウェア 968,052 969,528

ソフトウェア仮勘定 24,478 216,033

その他 8,013 8,013

無形固定資産合計 1,000,545 1,193,575

投資その他の資産

投資有価証券 36,902,679 33,634,499

関係会社株式 66,222 66,222

長期前払費用 167,886 -

差入保証金 293,513 303,875

繰延税金資産 1,066,925 1,292,446

その他 87,940 17,821

投資その他の資産合計 38,585,168 35,314,867

固定資産合計 39,756,901 36,751,960

資産合計 73,592,732 79,421,875



負債の部

流動負債

預り金 65,641 45,856

未払収益分配金 6,368 5,643

未払手数料 1,736,084 1,633,415

未払運用委託報酬 702,648 810,981

未払投資助言報酬 723,039 852,782

その他未払金 461,392 3,591,122

未払費用 113,233 146,706

未払法人税等 1,996,248 686,983

賞与引当金 853,083 975,373

その他 289,152 544,366

流動負債合計 6,946,893 9,293,232

固定負債

退職給付引当金 1,801,748 1,950,746

役員退職慰労引当金 22,500 22,700

固定負債合計 1,824,248 1,973,446

負債合計 8,771,142 11,266,679

純資産の部

株主資本

資本金 10,000,000 10,000,000

資本剰余金

資本準備金 8,281,840 8,281,840

資本剰余金合計 8,281,840 8,281,840

利益剰余金

利益準備金 139,807 139,807

その他利益剰余金

配当準備積立金 120,000 120,000

研究開発積立金 70,000 70,000

別途積立金 350,000 350,000

繰越利益剰余金 45,192,421 48,745,315

利益剰余金合計 45,872,228 49,425,122

株主資本合計 64,154,068 67,706,962

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 711,399 512,183

繰延ヘッジ損益 △ 43,878 △ 63,949

評価・換算差額等合計 667,521 448,234

純資産合計 64,821,590 68,155,196

負債・純資産合計 73,592,732 79,421,875



（２）【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度 当事業年度

（自 2018 年 4 月１日

至 2019 年 3月 31 日）

（自 2019 年 4 月 1 日

至 2020 年 3月 31 日）

営業収益

委託者報酬 26,471,631 27,088,982

運用受託報酬 11,784,292 13,165,624

投資助言報酬 610,372 677,248

その他営業収益 16,907 2,000

営業収益計 38,883,204 40,933,856

営業費用

支払手数料 11,518,158 11,090,478

広告宣伝費 23,965 25,032

公告費 130 -

調査費 5,954,296 6,466,222

支払運用委託報酬 1,695,119 1,866,932

支払投資助言報酬 3,019,717 3,238,306

委託調査費 106,467 125,262

調査費 1,132,991 1,235,721

委託計算費 229,936 249,653

営業雑経費 812,655 929,200

通信費 49,932 47,749

印刷費 190,576 189,820

協会費 34,445 38,958

その他営業雑経費 537,701 652,672

営業費用計 18,539,142 18,760,587

一般管理費

役員報酬 137,828 142,108

給料・手当 3,685,286 3,934,995

賞与引当金繰入額 851,086 974,031

賞与 279,376 285,503

福利厚生費 710,135 762,163

退職給付費用 311,969 307,637

役員退職慰労引当金繰入額 8,350 7,000

役員退職慰労金 150 30

その他人件費 151,765 172,763

不動産賃借料 673,220 682,105

その他不動産経費 30,378 31,283

交際費 29,832 28,014

旅費交通費 209,373 170,993

固定資産減価償却費 405,606 442,697

租税公課 325,740 341,195

業務委託費 261,111 291,579

器具備品費 332,440 354,221

保険料 52,393 46,549

諸経費 189,822 225,408

一般管理費計 8,645,865 9,200,283

営業利益 11,698,196 12,972,984

営業外収益



受取利息 573 1,176

有価証券利息 24,008 12,651

受取配当金 124,674 200,028

金融派生商品収益 35,286 14,042

為替差益 22,977 －

その他営業外収益 14,395 13,606

営業外収益計 221,915 241,504

営業外費用

為替差損 - 27,288

金融派生商品費用 20,127 9,593

控除対象外消費税 17,501 5,453

その他営業外費用 1,080 8,493

営業外費用計 38,709 50,829

経常利益 11,881,403 13,163,659

特別利益

投資有価証券売却益 655,395 4,459

投資有価証券償還益 46,876 1,744

特別利益計 702,272 6,204

特別損失

投資有価証券売却損 81,265 72,045

投資有価証券償還損 68,047 4,115

固定資産除却損 ※1 1,089 ※1 8,422

事故損失賠償金 ※2 511 ※2 4,351

特別損失計 150,913 88,934

税引前当期純利益 12,432,761 13,080,929

法人税、住民税及び事業税 3,862,523 4,134,957

法人税等調整額 43,320 △ 106,970

法人税等合計 3,905,844 4,027,986

当期純利益 8,526,917 9,052,942



（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 2018 年 4 月１日 至 2019 年 3月 31 日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計
資本準備

金

資本剰余金

合計

利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計
配当準備

積立金

研究開発

積立金

別途積立金 繰越利益

剰余金

当期首残高 10,000,000 8,281,840 8,281,840 139,807 120,000 70,000 350,000 41,733,107 42,412,914 60,694,754

当期変動額

剰余金の配当 - - - - - - - △ 5,067,603 △ 5,067,603 △ 5,067,603

当期純利益 - - - - - - - 8,526,917 8,526,917 8,526,917

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

- - - - - - - - - -

当期変動額合計 - - - - - - - 3,459,314 3,459,314 3,459,314

当期末残高 10,000,000 8,281,840 8,281,840 139,807 120,000 70,000 350,000 45,192,421 45,872,228 64,154,068

評価・換算差額等 純資産

合計
その他有価証券

評価差額金

繰延ﾍｯｼﾞ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 779,438 4,637 784,076 61,478,830

当期変動額

剰余金の配当 - - - △ 5,067,603

当期純利益 - - - 8,526,917

株主資本以外の項目

の当期変額（純額）

△ 68,039 △ 48,515 △ 116,554 △ 116,554

当期変動額合計 △ 68,039 △ 48,515 △ 116,554 3,342,759

当期末残高 711,399 △ 43,878 667,521 64,821,590



当事業年度(自 2019 年 4 月１日 至 2020 年 3月 31 日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本

合計
資本準備金 資本剰余金

合計

利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計
配当準備

積立金

研究開発

積立金

別途積立金 繰越利益

剰余金

当期首残高 10,000,000 8,281,840 8,281,840 139,807 120,000 70,000 350,000 45,192,421 45,872,228 64,154,068

当期変動額

剰余金の配当 - - - - - - - △ 5,500,048 △ 5,500,048 △ 5,500,048

当期純利益 - - - - - - - 9,052,942 9,052,942 9,052,942

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

- - - - - - - - - -

当期変動額合計 - - - - - - - 3,552,893 3,552,893 3,552,893

当期末残高 10,000,000 8,281,840 8,281,840 139,807 120,000 70,000 350,000 48,745,315 49,425,122 67,706,962

評価・換算差額等 純資産

合計
その他有価

証券評価差

額金

繰延ﾍｯｼﾞ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 711,399 △ 43,878 667,521 64,821,590

当期変動額

剰余金の配当 - - - △ 5,500,048

当期純利益 - - - 9,052,942

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）

△ 199,216 △ 20,071 △ 219,287 △ 219,287

当期変動額合計 △ 199,216 △ 20,071 △ 219,287 3,333,606

当期末残高 512,183 △ 63,949 448,234 68,155,196



注記事項

（重要な会計方針）

項目

当事業年度

（自 2019年4月1日

至 2020年3月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

① 満期保有目的の債券

  償却原価法（定額法）によっております。

② その他有価証券

  時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

によっております。

  時価のないもの

  …移動平均法に基づく原価法によっております。

③ 関係会社株式

  移動平均法に基づく原価法によっております。

２．デリバティブ取引等の評

価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。

３．固定資産の減価償却の方

法

① 有形固定資産

  定率法(ただし、2016年4月1日以後に取得した建物附属設備

については定額法)によっております。なお、主な耐用年数

は、建物附属設備3～18年、車両6年、器具備品2～20年であり

ます。

② 無形固定資産

  定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法に

よっております。

４．引当金の計上基準 ① 賞与引当金

  従業員への賞与の支給に充てるため、当期末在籍者に対する

支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

② 退職給付引当金

  従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。年俸制適用

者の退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当該事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における年俸制適用者の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。

年俸制非適用者は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。なお、受入出向者

については、退職給付負担金を出向元に支払っているため、退

職給付引当金は計上しておりません。

③ 役員退職慰労引当金

  役員への退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理しております。



６．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の通り

であります。

ヘッジ手段・・・為替予約、株価指数先物

ヘッジ対象・・・自己資金を投資している投資有価証券

③ヘッジ方針

ヘッジ指定については、ヘッジ取引日、ヘッジ対象とリスク

の種類、ヘッジ手段、ヘッジ割合、ヘッジを意図する期間を、

原則として個々取引毎に行います。

④ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジの有効性の判定については、リスク管理方針に基づき、

主にヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析

によっております。

７．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

８. 連結納税 日本生命保険相互会社を連結納税親会社とする連結納税制度

を適用しており、当制度を前提とした会計処理を行っており

ます。「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税

効果会計の適用に関する取扱い」（2020年3月31日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第39号）に基づき、繰延税金資

産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基

づいて計上しております。

（会計上の見積りの変更）

（退職給付債務の計算方法に係る見積りの変更）

年俸制適用者について、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法へ変更しております。この変更は、

従業員数が増加したことに伴い、退職給付債務の金額の算定の精度を高め、退職給付費用の期間損益

計算を適正化するために行ったものであります。

この変更に伴い、当事業年度末における退職給付引当金が 54,100 千円減少し、同額を一般管理費の退

職給付費用より減額しております。

(未適用の会計基準等)

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3月 31 日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 30 号 2020 年 3 月 31 日）

（１） 概要

本会計基準により、顧客と約束する財又はサービスを提供する履行義務の実質的な実施主体に

ついての評価を行ったうえで、約束した財又はサービスが顧客に移転された時点で、当該財又

はサービスと交換に権利を得ると見込む対価を反映した金額で、収益を認識することが求めら

れます。

（２） 適用予定日

2021 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の期首から適用予定であります。

（３） 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当財務諸表の作成時点において、評価中であります。



・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年 7月 4日 企業会計基準委員会）

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年 7月 4日 企業会計基準委員会）

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2019 年 7 月 4 日 企業

会計基準委員会）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 19 号 2020 年 3 月 31 日 企

業会計基準委員会）

（１） 概要

国際会計基準審議会(IASB)及び米国財務会計基準審議会(FASB)が、公正価値測定についてはほ

ぼ同じ内容の詳細なガイダンス(国際財務報告基準(IFRS)においては IFRS 第 13 号「公正価値測

定」、米国会計基準においては Accounting Standards Codification の Topic820「公正価値測

定」)を定めている状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、主に金融商品の時価に関する

ガイダンス及び開示に関して、日本基準を国際的な会計基準との整合性を図る取組みが行われ、

「時価の算定に関する会計基準」等が公表されたものです。

企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、

統一的な算定方法を用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の比較可能性を向上

させる観点から、IFRS 第 13 号の定めを基本的にすべて取り入れることとされ、また、これまで

わが国で行われてきた実務等に配慮し、財務諸表間の比較可能性を大きく損なわせない範囲で、

個別項目に対するその他の取扱いを定めることとされております。

（２）適用年月日

2021 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の期首から適用予定であります。

（３）当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当財務諸表の作成時点において、評価中であります。



（貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりであります。

前事業年度              当事業年度

                （2019 年 3月 31 日）        （2020 年 3月 31 日）

    建物附属設備       325,809千円             310,385千円
  車両            3,460                                  4,549      

    器具備品         474,339                                394,258   
    計            803,609               709,193   

（損益計算書関係）

※１．固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。

前事業年度               当事業年度

                  （自 2018 年 4 月 1 日             (自  2019 年 4月 1日

               至 2019 年 3 月 31 日）          至 2020 年 3 月 31 日)

建物付属設備         - 千円                           4,181 千円

器具備品          623                              4,240

ソフトウェア        465                                 -        

計           1,089                   8,422

※２．事故損失賠償金は、当社の事務処理誤り等により受託資産に生じた損失を当社が賠償したもので

あります。



（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 2018 年 4月 1 日 至 2019 年 3 月 31 日）

１. 発行済株式の種類及び総数

当事業年度期首

株式数

（千株）

当事業年度

増加株式数

（千株）

当事業年度

減少株式数

（千株）

当事業年度末

株式数

（千株）

発行済株式

普通株式 108        －        － 108

合計 108        －        － 108

２. 配当に関する事項

①配当金支払額

2018年6月22日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

株式の種類                     普通株式

配当金の総額                  5,000,103千円

配当の原資                    利益剰余金

１株当たり配当額                   46,106円

基準日                     2018年3月31日

効力発生日                   2018年6月22日

2019年3月19日開催の臨時株主総会決議による配当に関する事項

株式の種類                    普通株式

配当財産の種類                 投資有価証券

配当財産の帳簿価額                67,500千円

譲渡株数                       1,350株

１株当たり配当額                     －

当事業年度（自 2019 年 4月 1 日 至 2020 年 3 月 31 日）

１. 発行済株式の種類及び総数

当事業年度期首

株式数

（千株）

当事業年度

増加株式数

（千株）

当事業年度

減少株式数

（千株）

当事業年度末

株式数

（千株）

発行済株式

普通株式 108        －        － 108

合計 108        －        － 108

２. 配当に関する事項

①配当金支払額

2019年6月28日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

株式の種類                     普通株式

配当金の総額                  5,500,048千円

配当の原資                    利益剰余金

１株当たり配当額                   50,716円

基準日                     2019年3月31日

効力発生日                   2019年6月28日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

2020年6月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議することを予定しております。

株式の種類                     普通株式

配当金の総額                5,500,048千円

配当の原資                    利益剰余金

１株当たり配当額                   50,716円

基準日                     2020年3月31日

効力発生日                   2020年6月29日



（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

当社は、自己勘定の資金運用にあたっては、資金運用規則に沿って、慎重な資金管理、資本金の保全、

投機の回避に十分に留意しております。また、資金の管理にあたっては、投資信託委託会社としての業

務により当社が受け入れる投資信託財産に属する金銭等との混同を来たさないよう、分離して行ってお

ります。

投資有価証券は主として利付国債と自社設定投資信託であります。これらは金利の変動リスク及び市

場価格の変動リスクに晒されております。自己資金運用に係るリスク管理等については、資金運用規則

のほか資金運用リスク管理規程に従い、適切なリスク管理を図っております。

上記の自社設定投資信託の一部につきましてはデリバティブを用いてヘッジを行っております。デリ

バティブを用いたヘッジ取引につきましては、外貨建て資産の為替変動リスクを回避する目的で為替予

約、外国株式の価格変動リスクを回避する目的で株価指数先物を使ってヘッジ会計を適用しております。

ヘッジ会計の適用にあたっては、資金運用規則のほか資金運用リスク管理規程等に基づき、ヘッジ対象

のリスクの種類及び選択したヘッジ手段を明確にし、また事前の有効性の確認、事後の有効性の検証を

行う等、社内体制を整備して運用しております。ヘッジの有効性判定については資金運用リスク管理規

程に基づき、主にヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっております。

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、含まれておりません(（注 2）を参照下さい)。

前事業年度（2019 年 3 月 31 日）                 （単位：千円）

貸借対照表
計上額

時価 差額

①現金・預金 18,401,863 18,401,863 -

②有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券

2,199,830

5,808,720

2,205,940

5,808,720

6,109

-

③投資有価証券

満期保有目的の債券 17,649,504 17,681,300 31,795

その他有価証券 19,253,174 19,253,174 -

④デリバティブ取引（※）

ヘッジ会計が適用され

ているもの
△47,244 △47,244 -

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については△で示しております。



当事業年度（2020 年 3 月 31 日）                 （単位：千円）

貸借対照表
計上額

時価 差額

①現金・預金 28,674,230 28,674,230 －

②有価証券

満期保有目的の債券 6,301,326 6,307,330 6,003

③投資有価証券

満期保有目的の債券 11,547,229 11,546,970 △259

その他有価証券 22,087,270 22,087,270 －

④デリバティブ取引（※）

ヘッジ会計が適用されて

いるもの
10,218 10,218 －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については△で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

①現金・預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

②有価証券

決算日の市場価格等によっております。

③投資有価証券

決算日の市場価格等によっております。

④デリバティブ

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

                                  (単位：千円)

区分 前事業年度

(2019 年 3月 31 日)

当事業年度

(2020 年 3月 31 日)

関係会社株式 66,222 66,222

関係会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。



（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度(2019 年 3 月 31 日)

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

①現金・預金 18,401,863 － － －

②有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

国債・地方債等 2,200,000 17,650,000 － －

その他有価証券のうち満期があるもの

その他（注） 7,033,352 15,714,537 2,156,988 138,951

合計 27,635,215 33,364,537 2,156,988 138,951

（注）投資信託受益証券、国債であります。

当事業年度(2020 年 3 月 31 日)

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

①現金・預金 28,674,230 － － －

②有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

国債・地方債等 6,300,000 11,550,000 － －

その他有価証券のうち満期があるもの

その他（注） 6,148,442 12,928,752 2,006,497 －

合計 41,122,673 24,478,752 2,006,497 －

（注）投資信託受益証券、国債であります。



（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前事業年度（2019 年 3月 31 日）

種類
貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

時価が貸借対照
表計上額を超え
るもの

(1)国債・地方債等 18,749,335 18,787,460 38,124

(2)社債 － － －

(3)その他 － － －

小計 18,749,335 18,787,460 38,124

時価が貸借対照
表計上額を超え
ないもの

(1)国債・地方債等 1,100,000 1,099,780 △220

(2)社債 － － －

(3)その他 － － －

小計 1,100,000 1,099,780 △220

合計 19,849,335 19,887,240 37,904

当事業年度（2020 年 3月 31 日）

種類
貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

時価が貸借対照
表計上額を超え
るもの

(1)国債・地方債等 11,798,934 11,806,740 7,805

(2)社債 － － －

(3)その他 － － －

小計 11,798,934 11,806,740 7,805

時価が貸借対照
表計上額を超え
ないもの

(1)国債・地方債等 6,049,621 6,047,560 △2,061

(2)社債 － － －

(3)その他 － － －

小計 6,049,621 6,047,560 △2,061

合計 17,848,556 17,854,300 5,743



２．その他有価証券

前事業年度（2019 年 3月 31 日）

種類
貸借対照表計上額

（千円）

取得原価または
償却原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上
額が取得原価ま
たは償却原価を
超えるもの

(1)株式 － － －

(2)債券 5,808,720 5,801,046 7,673

① 国債・地方債等 5,808,720 5,801,046 7,673

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3)その他（注１） 13,421,370 12,553,359 868,010

小計 19,230,090 18,354,406 875,684

貸借対照表計上
額が取得原価ま
たは償却原価を
超えないもの

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3)その他（注１） 5,831,804 5,981,670 △149,865

小計 5,831,804 5,981,670 △149,865

合計 25,061,894 24,336,076 725,818



当事業年度（2020 年 3月 31 日）

種類
貸借対照表計上額

（千円）

取得原価または
償却原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上
額が取得原価ま
たは償却原価を
超えるもの

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

① 国債・地方債等

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3)その他（注１） 14,350,630 13,532,359 818,270

小計 14,350,630 13,532,359 818,270

貸借対照表計上
額が取得原価ま
たは償却原価を
超えないもの

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3)その他（注１） 7,736,640 8,140,850 △404,209

小計 7,736,640 8,140,850 △404,209

合計 22,087,270 21,673,209 414,060

（注１）投資信託受益証券等であります。

（注２）関係会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額は 66,222 千円、当事業年度の貸借対照表計上額は

66,222 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。



３．売却したその他有価証券

前事業年度（自 2018 年 4月 1 日 至 2019 年 3 月 31 日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円）

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

(3)その他 2,232,532 655,395 81,265

合計 2,232,532 655,395 81,265

当事業年度（自 2019 年 4月 1 日 至 2020 年 3 月 31 日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円）

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

(3)その他 1,650,233 4,459 72,045

合計 1,650,233 4,459 72,045



（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前事業年度（2019 年 3 月 31 日）

該当事項はありません。

当事業年度（2020 年 3 月 31 日）

該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（１）通貨関連

前事業年度（2019 年 3 月 31 日）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
（千円）

契約額等の
うち1年超
（千円）

時価
（千円）

原則的
処理方法

為替予約取引
米ドル売建

投資
有価証券 1,909,028 － △47,244

合計 1,909,028 － △47,244

（注１）時価の算定方法 先物為替相場に基づき算定しております。

当事業年度（2020 年 3 月 31 日）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
（千円）

契約額等の
うち1年超
（千円）

時価
（千円）

原則的
処理方法

為替予約取引
米ドル売建

投資
有価証券 1,860,993 - 10,218

合計 1,860,993 - 10,218

（注１）時価の算定方法 先物為替相場に基づき算定しております。

（注２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と

なる項目については△で示しております。



（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度である退職一時金制度と確定拠出型年金制度を採用しております。退職

一時金制度については、年俸制総合職及び一般職を制度対象としております。受入出向者について

は、退職給付負担金を支払っており、損益計算書上の退職給付費用には当該金額が含まれておりま

す。

なお、当社が有する退職一時金制度は、従来まで簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を

計算しておりましたが、対象従業員が300人を超えたため、当事業年度末より原則法に変更しておりま

す。

２．確定給付制度

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

                                               

前事業年度            当事業年度

                           （自 2018 年 4 月 1 日      (自  2019 年 4 月 1 日

                      至 2019 年 3 月 31 日）   至 2020 年 3 月 31 日)

退職給付債務の期首残高            - 千円                - 千円

簡便法から原則法への変更に伴う振替額       -              1,887,492    

簡便法から原則法への変更に伴う減少額       -                △54,100     

   退職給付債務の期末残高             -                  1,833,391       

（２）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

                                              

前事業年度            当事業年度

                           （自 2018 年 4 月 1 日      (自  2019 年 4 月 1 日

                      至 2019 年 3 月 31 日）   至 2020 年 3 月 31 日)

退職給付引当金の期首残高      1,682,532 千円           1,801,748 千円    

退職給付費用               229,805           274,595      

退職給付の支払額             △110,589                △71,495    

  簡便法から原則法への変更に伴う振替額     -              △1,887,492        

   退職給付引当金の期末残高        1,801,748                  117,355    

（３）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

                                              

前事業年度            当事業年度

                             （2019 年 3 月 31 日）    （2020 年 3月 31 日）

非積立型制度の退職給付債務           1,801,748 千円              1,950,746 千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額  1,801,748                   1,950,746      

   

退職給付引当金              1,801,748               1,950,746

   貸借対照表に計上された負債と資産の純額  1,801,748        1,950,746  



（４）退職給付費用

                                              

前事業年度            当事業年度

                           （自 2018 年 4 月 1 日      (自  2019 年 4 月 1 日

                      至 2019 年 3 月 31 日）   至 2020 年 3 月 31 日)

簡便法で計算した退職給付費用        229,805 千円             274,595 千円   

簡便法から原則法への変更に伴う減少額       -          △54,100   

   確定給付制度に係る退職給付費用       229,805                 220,494    

（５）数理計算上の計算基礎に関する事項

    主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

                                              

前事業年度            当事業年度

                           （自 2018 年 4 月 1 日      (自  2019 年 4 月 1 日

                      至 2019 年 3 月 31 日）   至 2020 年 3 月 31 日)

   割引率                     - ％          0.32％

３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度において58,788千円、当事業年度において62,535

千円であり、退職給付費用に計上しております。



（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度 当事業年度

（2019 年 3月 31 日) （2020 年 3 月 31日)

繰延税金資産

賞与引当金 261,214 千円 298,659 千円

未払事業税 119,420 130,502

退職給付引当金 551,695 597,318

税務上の繰延資産償却超過額 6,126 4,337

役員退職慰労引当金 6,889 6,950

投資有価証券評価差額 88,160 254,174

その他 62,896 82,112

小計 1,096,402 1,374,055

評価性引当額 △9 △19

繰延税金資産合計 1,096,393 1,374,036

繰延税金負債

特別分配金否認                          5,022 3,682

投資有価証券評価差額 24,444 77,906

繰延税金負債合計                       29,467 81,589

繰延税金資産(△は負債)の純額 1,066,925 1,292,446

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分の 5以下

であるため、注記を省略しております。



（セグメント情報等）

[セグメント情報]

当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

[関連情報]

前事業年度（自 2018 年 4月 1 日 至 2019 年 3 月 31 日）

１．サービスごとの情報
当社のサービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、サービスご

との営業収益の記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）営業収益

当社は、本邦の外部顧客に対する営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の 90％を超えるた

め、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報   
外部顧客への売上高のうち、損益計算書の営業収益の 10%以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。

当事業年度（自 2019 年 4月 1 日 至 2020 年 3 月 31 日）

１．サービスごとの情報
当社のサービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、サービスご

との営業収益の記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）営業収益

当社は、本邦の外部顧客に対する営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の 90％を超えるた

め、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報   
外部顧客への売上高のうち、損益計算書の営業収益の 10%以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。

[報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報]

  該当事項はありません。

[報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報]

  該当事項はありません。

[報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報]

  該当事項はありません。



（関連当事者との取引）

１ 関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

前事業年度（自 2018 年 4月１日 至 2019 年 3 月 31 日）

当事業年度（自 2019 年 4月１日 至 2020 年 3 月 31 日）

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件は第三者との取引価格を参考に、協議の上決定しております。

２ 親会社に関する注記

親会社情報

日本生命保険相互会社（非上場）

種類
会社等
の名称

所在地

資本金又
は出資金
（百万
円）

事業の内容
議決権等
の被所有

割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末
残高

(千円)
役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社
日本生命
保険相互

会社

大阪府
大阪市
中央区

100,000 生命保険業
(被所有)

直接
100.00％

兼任有
出向有
転籍有

営業
取引

運用受託報酬
の受取

3,299,726
未収運用
受託報酬

762,239

投資助言報酬
の受取

130,542
未収投資
助言報酬

11,530

種類
会社等
の名称

所在地

資本金又
は出資金
（百万
円）

事業の内容
議決権等
の被所有
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末
残高

(千円)
役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社
日本生命
保険相互

会社

大阪府
大阪市
中央区

100,000 生命保険業
(被所有)
直接

100.00％

兼任有
出向有
転籍有

営業
取引

運用受託報酬
の受取

3,360,908
未収運用
受託報酬

802,463

投資助言報酬
の受取

130,557
未収投資
助言報酬

11,984

連結納税 3,123,434
その他
未払金

3,123,434



（１株当たり情報）

前事業年度
（自 2018年4月 1日
至 2019年3月31日）

当事業年度
（自 2019年4月 1日
至 2020年3月31日）

１株当たり純資産額 597,720円47銭 628,459円68銭

１株当たり当期純利益金額 78,626円78銭 83,477円26銭

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

  ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
（自 2018年4月 1日
至 2019年3月31日）

当事業年度
（自 2019年4月 1日
至 2020年3月31日）

当期純利益 8,526,917千円 9,052,942千円

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る当期純利益 8,526,917千円 9,052,942千円

期中平均株式数 108千株 108千株

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

公開日    2020 年 7 月 6 日

作成基準日 2020 年 5 月 29 日

本店所在地  東京都千代田区丸の内 1-6-6
お問い合わせ先 企画総務部 経営企画室



独立監査人の監査報告書

2020 年 5月 29 日

ニッセイアセットマネジメント株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
    

業 務 執 行 社 員
公認会計士 樋口 誠之

指定有限責任社員
    

業 務 執 行 社 員
公認会計士 牧野 あや子

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の 2 第 1 項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられているニッセイアセットマネジメント株式会社の 2019 年 4 月 1 日から

2020 年 3 月 31 日までの第 25 期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、ニッセイアセットマネジメント株式会社の2020年 3月31日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する事業年度の経営成績を全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継

続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。



※ １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（ニッセイアセットマネジメント株式会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合

に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する

内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した

監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関

する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが

求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来

の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上


